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るよう指示した。その目的は、－多くの良い例が

学会にあるように、－他の中国研究所を創設する

のではなく、むしろ中国海洋研究所を創設するこ

とであった。その意図するところは、この新しい

研究所に、成功するための焦点を与え、それによっ

て今後出現するであろう欠落を満たすことであっ

た。CMSIは学術的研究機関であり、CMSIの学

者達は日常的に中国の仲間、軍事関係者や市民と

研究を分担することを記しておくことが重要であ

る。中国と米国に関する多くにおいて、両者は競

争者であると同時に戦略的パートナーであるの

で、この試みは極めて適切なものである。北京（中

国）の海洋と海軍の能力について十分な理解を得

るために慎重さが支配する一方で、海洋における

安全保障と開発の領域で中国と信頼及び協調を醸

成するための、明らかな動機と潜在力がある。実

際、ワシントンと北京の海洋における連携の概念

は、正しく 2007年 12月に遡る我々の第 3回年次

CMSI会議の議題であった。

　CMSIは、標準中国語に長けた 12人の教職員

の地域に関する深い専門性に立脚している。

CMSIは NWC内に位置し、大学の学生を含む海

軍、共同及び、国際運用専門家の領域に継続して

接触している。研究所の活動は年次的な会議、月

次的な講演シリーズ、そして中国に関する学部の

研究支援である。CMSIはまた、海軍と、海軍と

連結した部隊への支援を提供する。CMSIの研究

の質は証明されている。例えば、CMSIの学者に

よる『将来の中国原子力潜水艦部隊』（ネーバル・

インスティテュート・プレス、2007）と題する著

書は、ジェーンの世界の海軍から「PLAN［人民

解放軍海軍］の水面下の戦闘能力の開発について、

機密扱いでない研究として指標となるもの」と言

われている。この新しい研究所の研究題材を構築

するに当たり、中国海軍の開発は中国の明らかな

商用海洋勢力出現に追随していると我々は認識し

ている。実際、軍と商用の海洋勢力の密接な関連

はアルフレッド・セイヤ－・マハンによって、彼

が 1世紀以上前に米国海軍大学で教えていた時

に、脚光を浴びせられた。そういうわけで、この

連載－中国の海洋発展の発端、到達目標そしてそ

の意味するところへの現在進行中の知的探究を

『中国の活発な造船工業についての包括的調査』

とともに開始することは適切である。 

　最後に、二人の著者、そのうち一人はこの研究

を NWCの学生として取り組んだのであるが、彼

等の傑出した作品について祝したい。実際、この

研究は既にワシントン DCでの重要な審議に衝撃

を与えている。我々はこの独自の連載で、この研

究とこれに続く研究へ、読者に帰するものがあれ

ば、多とするものである。 2008年 8月

概　要
　中国の活発な造船工業はワシントンの重要な意

思決定者達の注目するところである。2007年 12

月 13日の下院軍事委員会に先立つ宣誓証言の際

に、海軍作戦部長（CNO）、ギャレイ・ラヘッド

大将は「我々の造船受容量と工業は、世界の他の

造船業者ほどの競争力がないということは憂慮す

べきである。」と気付いた。北京のこの分野での
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新しい力量に直接言及し、彼は「（中国は）世界

の市場で大変に競争力がある。彼等の造船能力が

急速に増大していることに疑いはない。」と結論

付けている。この研究の目指すところは成長する

中国経済の、この鍵となる部門の真に包括的調査

を呈ずることにある。このようにして、意思決定

者と分析者に現在、この開発から来る商業的及び

戦略的な成果物とともに、中国の港で進行中の格

別のペースの活動について可能な限り最も明瞭な

映像を提供する。

　中国の急速に成長する造船工業は、第一に商船

に焦点を置いている。しかしながら、中華人民共

和国（RPC）政府は造船業を戦略的部門と格付け

し、中国の造船所、舶用ディーゼルとクランクシャ

フト工場における外国人株主保有を 4�％に制限

している。商業的なレンズを通して見て、これら

の行動は世界貿易機構（WTO）の規範から疑義

を呈されている。戦略的には、このことは北京が

強い造船工業を、その元に目覚ましい影響力を行

使することができるのであるが、中国の海洋発展

の中心的支柱と見ていることを肯定するものであ

る。

　中国の造船工業は鄧
とう

小
しょうへい

平の防衛転換計画から多

くの利益を得てきた。他の防衛関連企業、例えば

航空宇宙と比較して中国の造船工業は国際競争力

醸成へのより円滑な転換を享受してきた。このこ

とは、時期的また構造的な優位性に由来する。機

械建造の第 6番目の省は、1�82年に中国国有造

船会社に「法人化」され、今日ある勢力へと成長

する 25年近くをこの部門に託した。造船業者は

また、比較的高度の行政的自由度、商船建造へ向

けての広範な偏り、中国は海洋勢力とならねばな

らないという意見の次第に強まる風潮、国際船舶

市場での早期の経験（1�82年に最初の商品排出）、

（国際市場での強力な競争力への飛躍点として役

立った）堅調な国内船舶需要、そして大量にして

低コストの労働力の予備を利用する機会を享受し

てきた。

　中国の二つの国有の造船所（中国船舶工業集団

公司 [CSSC]と中国船舶重工集団公司 [CSIC]）は、

国家資産監督管理委員会（SASAC）を通じて国

務院へ所属する。両社は彼等の商取引と経営の構

造を改造しつつあり、株式を一般に公開すること

により、彼等の資本を国際的会社評と共に上昇さ

せつつある。現在進行中の変化は、船殻ブロック

工法、主要な新しい「未開の分野」である造船所

への投資、そして中国の会社の能力として舶用

ディーゼル及びガスタービンを製作することにつ

いての士気発揚、－いずれもが軍事との密接なか

かわり合いのあるものであるが、－これらをます

ます重要視することが含まれる。中国が単なる「世

界的な船殻製造者」にならないための、技術的焦

点となる他の分野は、システム統合能力を強化し、

中国の現在は弱体な造船下請け工業の成長を促す

ことも含まれている。

　中国の造船工業はまた、人的資源にますます注
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ても取り分が増大している。小さな造船所で建造

された船の質は幅広く変化し、2005年の「低品

質船に対する運動」の間に、数百のそのような造

船所は閉鎖し、そうでなければ罰せられた。

　商業的な優先度が、中国の造船工業をさしあ

たって支配しているようである。中国の成長は、

中国が複雑性の低い船の建造を占有し、韓国が高

度に複雑な側（LNG輸送船、クルーズ船、他）

を占有するという、二つに分岐した世界の造船市

場へと導くかもしれない。そのようなシナリオの

元では、日本とヨーロッパの造船所はひどい痛手

を被る可能性がある。

　もし世界の造船部門が顕著な低迷を被ると、中

国の急速かつ大がかりな能力の構築は、中国の建

造者を、政府が命令しても恐らく完全に払拭する

ことのできない、深刻な経済的呪縛に陥らせるか

もしれない。

　大規模な新しい竜穴島（広東）、海西湾（青島）、

長興島（上海）造船所の活動は、軍と商用の造船

をバランスさせることに関する中国の将来の意向

の鍵となる指標であろう。それぞれの造船所は

1,200エーカー以上の広さがあり、そしてもし一

つが軍の造船に充てられていたなら、能力は現在

のレベルよりかなり向上していただろう。他の選

択として、今日の江南造船所（上海）での商業的

運用はすべて長興島に移し、江南は軍の船建造に

充て、そのことが造船所に、選択した軍艦のシリー

ズ化した建造を最適化することを可能としたかも

しれない。このようにして、広東・竜穴島は商船

建造に専ら充てられるように見え、この造船所は

2008年 3月に開業した時には、230,000 dwtの鉱

石運搬船、308,000dwtの VLCCs、82,000 dwtの

バラ積運搬船、そして 76,000dwtの原油・精製

油タンカー、また、掘削機とその他の外洋エネル

ギー装置の建造専用に供された。

　これに加え、戦時には商船は補助艦、揚陸強襲

艦そして機雷敷設艦としての任務運用に充てられ

るかもしれない。従って、増大する中国国旗の商

目している。中国の大学と海洋研究機関は現在、

1年間に 1500人近い海洋関連技術者と造船技師

を生みだしており、この数はそのような米国の機

関を卒業する者の数のざっと 7倍である。中国の

大きな造船所はまた徐々に、多くの外国の船舶買

手にとって、重要な優先度のある HSE（健康、

安全、そして環境）運動の響きを強調している。

　中国の造船所はこれに加えて、労働者を自由に

雇い、解雇できることは、彼等により生産的な労

働力を構築することを許す重要な手段であると認

識している。中国の造船所の労働者あたりの生産

（�,000ドル）は日本（550,000ドル）や韓国（480,000

ドル）の造船所の額に比較して一桁低いのである。

終りに、膨大なそして増大する数の中国人が海洋

工業に含まれ、曝されているということは、国家

が、かつて生起したような国際的緊張状態に耐え

ることとなった時、軍艦の製造を急拡大する必要

性を描くことのできる、知識と経験の「戦略的蓄

積」を創生していることになる。

　中国の造船所は、小型のタンカーやバラ積み輸

送船のような複雑でない船をかねてから主として

製造してきた。換言すると、この工業が現在は、

超大型原油輸送船（VLCCs）、大型コンテナ船、

クルーズ船、浮体構造物、貯蔵庫、そして荷降ろ

し設備（FPSOs）、液化天然ガス（LNG）輸送船

を含む「高価値」船の製造を増やすよう、現在で

は押し進めていることを述べている。ある消息筋

は、中国は 30の VLCC能力のある建造ドックを

2015年までに持とうとしていると記している。

中国の 2015年までの公式到達目標は、2400万ト

ン＊の製造能力（世界の能力の 35％）であり、

このことは PRCを世界第一の造船国とすること

になろう。

　CSSCと CSICが国際的な注目を引く大半の取

り分を蓄える一方で、より小さい「海岸の」及び

地方の造船所は、可能な限りの低価格を求め、国

の造船所では公開されないような仕事を確保しよ

うとする、ギリシャや他の買手の船舶注文につい

＊ 『特に記載のない限り、メートル法をこの論文では一貫して使用する。（1メートル法トン＝ 1,000kg＝ 0.�8
帝国・長・トン＝ 2,204.6 lbs）』
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船船隊は、表面に出ない軍事的な潜在力の度合い

を表すものである。実際、中国の分析家は、1�82

年のフォークランド紛争の間における、英国によ

る 4�隻の商船の軍事的役割への急速転換をつぶ

さに研究してきた。中国政府は中国船舶報告シス

テム、あるいは「CHISREP」として知られた、

すべての中国国旗を掲げた商船運用者は、どこに

居ようと明示的に報告しなくてはならないとい

う、船舶の追跡システムを維持していることを記

さなくてはならない。これらの船があらゆる時間

に地球上のどこにいるかという知識は、紛争の時

においては軍事的有用性がありうる。

　将来の中国の戦略的海軍の意図の他の指標は以

下が含まれる。

蘆�潜水艦や軍艦のための覆われた建物施設の建設

（特にもし原子力潜水艦の建造に使われる場合

に）

蘆 大洋で行動する海軍に要求される補助艦の建造

（長距離油送艦と補給艦）、そして海での給油訓

練の増加

蘆 台湾進攻の際に使用されるかもしれない揚陸強

襲艦の量産

蘆 長期間修理のための船のはしけの取得、あるい

は海外、とりわけインド洋領域での港湾寄港の

権利の取得

　この研究の基本的結論は、中国の新しいそして

世界第一の造船能力への野心的な動きは、軍事的

要素から現在第一義的に駆動されているのではな

く、むしろ商業的動機からである、としている。

在来の経済理論により定義されているように、北

京は造船における強い相対的優位を持っており、

この部門での浮かび上がりは従って多いに理にか

なっている。それでもやはり、アジア太平洋周辺

の戦略家は、ワシントンにおいても同様、2007

年 12月の米国連邦議会での海軍作戦部長の証言

によって強調された不安事項に注意する必要があ

る。中国の造船事業における活発な商業的開発は、

現在のところ、北京が将来、海での敵対関係ある

いは紛争時に頼ることのできる大変に強い潜在的

海洋能力を増加させているのである。このような

行きがかりは、とりわけ、中国の「新しい外交」

の中で数多くの約束された兆候を与えられた中で

は、不可避ではない。依然として、現在の経済動

向に伴う危険を専門家が指摘し、十分に解析し、

そして議論する必要がある。

中国船のタイプ分析


